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研究成果の概要（和文）：日本における日本人と外国人との国際結婚家庭＝多文化家族に焦点をあてて、実態を
明らかにし、家族にとって、同様な支援が必要なのか、を調べた。数の多い日本人男性と中国、フィリピン、韓
国の女性との婚姻に絞り、夫婦、子どもの例を取り上げた。また、比較検討として、韓国の政策も調べた。それ
ぞれの専門家による個別調査と共同調査を組み合わせた。3年目には成果の経過報告として、シンポジウムを開
いた。また、研究成果として、研究課題をタイトルとした報告書（166頁）を作成した。報告書は出版すべく、
調整中である。

研究成果の概要（英文）：We made studies on the intermarried couples and their children. In what we 
call cross-cultural families, we attempted to grasp the profiles of families, and shed light on what
 is the necessary support for them.We focused on the intermarriages between Japanese men and 
Chinese, Filipino, and Korean women.Also, we made studies about Korean support programs for these 
families for the comparison purposes. Individual as well as collaborative researches have been done.
 In the third year, we held a symposium on intermarriages and the related supports. To conclude the 
research, we compiles a report book (paged 166) that includes intermarried couples, their children, 
Korean cases, and the Japanese policies. We hope to publish our findings as a book.
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１．研究開始当初の背景 
1970 年代後半より、日本では外国人労働者

の流入が増加し、80 年代には日本人と外国人
との国際結婚も多くなった。さらに、90年代
になると、出入国管理及び難民認定法の改定
により、南米日系人の入国・定住、外国人研
修・実習生の就労も増えた。ニューカマーの
増加にはこのような国際結婚の増大が寄与
している。その中で、多文化共生施策が自治
体レベルで一層展開されるようになった。 
 “フィリピン女性と日本男性との結婚につ
いての研究”と“中部地区における多文化共
生施策の現状、在住外国人の概況についての
研究”を通じて、自治体がニューカマーを含
む定住外国人向けの共生施策を展開し、中央
政府も一定対応していることがわかった。し
かし、国際結婚や外国人配偶者の増大にもか
かわらず、自治体の施策や国の外国人政策に
おいて、地域で暮らす多文化家族(国際結婚
家庭)は独立したカテゴリーとして扱われて
おらず、支援に関する議論も展開されていな
いことも判明した。そのことから、多文化家
族における外国人配偶者、日本人配偶者、子
どもを総体としてとらえ、支援における課題
を明らかにせねばならない。 
 共生施策を論じた研究では多文化家族に
関する十分な議論は展開されているとはい
えない。国際結婚の研究でも、政策・法制定
については研究が不足している。 
 他方、韓国では結婚移民を含む在韓外国人
の増加を背景として、2007 年に「在韓外国人
処遇基本法」、2008 年「多文化家族支援法」
が制定・施行されたが、施行後 5 年を経て、
実施状況、諸課題を改めて確認する必要があ
る。 
 こうして、本研究は外国人及び日本人配偶
者、子どもを含め、特有の問題を抱える多文
化家族を対象として、その現状を把握し、多
文化共生の政策や理念、韓国の事例を参考に
しながら、望ましい支援策とは何か、を明ら
かにする。 
 
２．研究の目的 
本研究は日本における日本人と外国籍者

との婚姻家庭=多文化家族に焦点を当てて、
共同研究を通じて、実態を明らかにし、そう
した家族にとって、施策・法律・制度を含め、
どのような支援が必要かつ適切なのか、明ら
かにする。実態調査を通じて、夫婦、子ども、
地域社会をめぐる問題を検証する。支援につ
いては、外国人移民の受け入れに向けた多文
化共生の施策を手掛かりとして、人権擁護を
含め、望ましい共生のあり方を検証する。な
お、比較事例として、多文化家族支援のため
の法律があり、支援体制が整備されている韓
国について調査研究し、参照する。以上の研

究を通じて、日本における望ましい多文化家
族の支援体制を明らかにする。 
 
３．研究の方法 
 研究組織は国際結婚総論、日中、日比、日
韓・朝結婚、施策・政策、韓国調査を担当す
るもの・グループによって構成される。 
 研究 1年目は日本における多文化家族の実
態調査と支援に関する調査を主に行う。また、
韓国で個別に予備調査を行う。2 年目は 1 年
目の調査を継続しつつ、共同で韓国調査を実
施する。3 年目は研究を取りまとめ、シンポ
ジウムを開催し、報告書を作成し、研究成果
を公開する。 
(1)国際結婚総論：佐竹 
(2)日中多文化家族：賽漢（夫婦）、李原翔（子
ども） 
(3)日比多文化家族：佐竹(夫婦)、ダアノイ
(子ども(社会学的アプローチ)、津田(子ども
(心理学的アプローチ)) 
(4)日韓・朝多文化家族：李仁子(夫婦)、李
善姫(子ども) 
(5)多文化家族支援施策・政策：近藤、佐竹 
(6)韓国の多文化家族支援：金、馬 
 
・単独調査と共同調査 
(1)及び(2)～(4)は個別・単独調査。 
(5)は東京、東北、中部、関西で共同調査を
行い、近藤・佐竹がまとめる。 
(6)は共同と個別調査。個別調査は 1 年目に
予備調査を金と馬が行う。2 年目も引き続き
個別調査を継続しながら、本調査を共同で行
う。 
以上のように(1)の総論調査、(2)～(4)の

個別調査を通じて、日本における主要な多文
化家族の実態を明らかにする。そして(5)の
主たる共同調査を通じて、日本における多文
化家族への支援の現状を明らかにする。さら
に、(6)の共同・個別の韓国調査を通じて、
韓国における多文化家族支援の現状を明ら
かにする。個別調査、共同調査の有機的連関
を通じて、日本の多文化家族、支援の実態、
韓国の事情を明らかにし、日本における望ま
しい多文化家族支援のあり方(法律、施策、
民間団体の活動など)を明確にする。 
 
４．研究成果 
2014 年から行った。2014 年度は二度全体

会合を行った。9 月に首都圏で、2 月に宮城
県で共同調査を行った。9月の調査は3月に、
2月の調査は2015年10月に研究論文として、
発表した。個別調査も併せて、行った。 
 2015 年は 2度全体会合を開いた。4月に名
古屋で共同調査を行い、10月に東北調査と合
わせて、研究論本とした。9 月に 2 グループ
に分かれて、韓国で調査を行った。その成果



は 3月に研究論文とした。個別調査を引き続
き、行った。さらに、11 月愛知、2 月大阪、
神奈川にて共同調査を行った。それらの調査
は 2017 年 1月研究論文として、まとまった。 
 2016 年度は 2度全体会合を開いた。7月に
公開シンポジウム「世界につながる―国際結
婚家族と私たち」を名古屋学院大学で開催し
た。これには 9名研究メンバーが報告し、研
究成果を披露した。個別調査を継続した。そ
して、3月研究成果をまとめて、報告書 
『多文化家族の支援に向けて―国際結婚と
多文化共生』（166 頁）を発表した。研究メン
バー8 名が執筆した。この報告書は出版をす
べく、現在、調整中である。 
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